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自動運転システム（AVs）の導入に向け，研究開発や実証実験が活発に進められている．AVs の実現に

向けては，技術的課題や法制度の課題を解決することに加えて，社会受容性の醸成が重要であることが指

摘されている．社会受容性は，それを把握するための質問方法，対象者等により影響を受ける．本研究で

は，それらの要因が AVs の社会受容性に及ぼす影響について，複数の AVs の社会受容性に関する調査か

ら得た約 203 百件のデータを用いて分析を行った．主な知見として，1)AVs 実現に対する賛否意識は，性

別，運転免許有無，マイカー保有有無，及び AVs 実証実験の認知レベルにより異なること，2)利用意図の

質問時に AVs 利用の頻度や AVs に対する公的な乗り物であることを想起させた調査では，賛否意識と利

用意図の相関関係や一貫性が強くなることなどが確認できた． 
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1. はじめに 

 

自動運転システム（以下，AVs）は，政府によるロー

ドマップ 1)の中で導入の姿や導入時期が示され，その実

現に向けた動きが進展している．各省庁においてもAVs

の導入に向けたルール作り 2)が進められている．自動車

メーカーや IT 企業等においても，活発な研究開発が進

められている．全国各地において自動運転の導入に向け

た実証実験が，国や地方自治体等により行われている． 

AVsの社会への実装に向けては，様々な技術的課題や

法制度の課題を解決することに加えて，社会受容性の醸

成が重要であることが指摘されている．2018年 4月に政

府が取りまとめた自動運転に係る制度整備大綱 3)では，

その基本的考え方や基本方針において社会受容性に配慮

することを位置付けている． 

社会受容性については，抽象概念でありその具体的な

定量化の試みは為されているものの単一指標での把握は

困難である 4)と考えられる．そうした中でも，行政機関

や調査会社等により社会受容性を評価する様々な意識調

査が行われている 5)． 

谷口らによる AVs に対する社会受容性の記述を試み

た研究に 4)より，社会受容性を AVsへの賛否意識として

捉え，それには AVs の自動化レベルや交通行動，性別，

居住地等が影響していることを明らかにしている．

Nishihori ら 6)は，社会受容性を AVs への賛否意識として

捉え，賛否意識の違いにより回答者の AVs に対して抱

く心配や期待が異なることを明らかにしている．Shoettle, 

Sivak7)は，米，英，豪の国際調査を行い，AVs に対する

一般市民の意識を把握し，性別により意識が異なること

を明らかにしている． 

このように AVs に対する社会受容性を取り扱った調

査や研究は複数存在する．一方で社会受容性は，それを

把握するための意識調査における質問内容，対象者，実

施時期等により影響を受け，場合によっては異なる傾向

の結果が得られる可能性もある．別々の調査により異な

る結果が得られた場合，何を基準にして AVs の社会受
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容性を捉えるべきか混乱が生じる恐れもある．意識調査

の方法や回答者の個人属性の違いが，AVsの社会受容性

にどのような影響を及ぼすのかを把握しておくことは重

要である． 

筆者らは，AVsに対する社会受容性に関する様々な調

査を実施するとともに，国や自治体が行う実証実験にも

参画しており，社会受容性に関する多くの意識調査結果

を利用可能である． 

本研究は，こうした AVs の社会受容性に関する複数

の調査結果を用いたメタ分析を行い，AVsに対する社会

受容性の現状を把握するとともに，意識調査における質

問内容や回答者の個人属性の違いどのように影響するの

かを把握することを目的とする． 

本研究ではまず，AVsに関する意識調査の中でも，賛

否意識や利用意図などの社会受容性に関係する内容を含

む意識調査について，過去に国内外で行われた調査や研

究の成果を参照し，それらの概要を把握する．その上で，

複数の AVs に対する社会受容性を把握した意識調査か

ら，全体で 20,311件のサンプル単位のデータ（ローデー

タ）を統合してメタ分析を行う．その結果から，質問内

容や個人属性の違いによる影響を分析する． 

 

2. AVsの社会受容性調査事例と本研究の特徴 

 

(1) AVsの社会受容性に関する文献調査の事例 

これまでにも AVs の社会受容性を対象として，過去

の文献を調査した事例がいくつか存在する．AVsの社会

受容性に関連して，社会受容性の一般的な概念や AVs

の社会受容性の評価事例などについて総論的に整理した

事例としてE. Fraedrich, B. Lenz8)の研究がある． 

本格的な文献調査研究としては，Becker， Axhausen9)が

複数の AVs の社会受容性に関する研究事例を収集し，

調査方法や評価指標の種類，年齢や性別，態度，普段の

交通行動などの視点から社会受容性の違いを分析してい

る． 

また，Cavoli et al.,がまとめたロンドン市交通局の報告

書 10)や，民間コンサルタント会社の報告書 11)のように，

AVsの社会受容性に関する複数の調査事例を取り上げて，

現状の評価を試みた事例がある． 

 

(2) AVsの社会受容性に関する個別の調査事例 

過去に国内外で行われた AVs に対する社会受容性に

関係する意識調査の事例を把握するため，研究論文や，

行政機関や民間企業が行った調査結果をまとめた報告書

等の文献を収集した．ここでの文献収集の方法は次のと

おりである． 

海外の調査事例を把握するための海外の学術論文につ

いては，主に論文データベースのサイトである Science 

Directや Transportation Research Borardなどで検索を行い収

集した．また，2.(1)で述べた文献調査事例に掲載されて

いる文献も参照し収集した．この他，国内外のコンサル

タント等や行政機関による報告書等も収集した． 

その結果，26 件の研究論文やレポートを収集した．

収集した事例の一覧を表-1 に示す．内訳は，資料の種

類としては，研究論文が 14件，報告書等が 12件．調査

対象国別では日本国内が 9 件，欧米が 10 件，多国籍調

査が 7 件．サンプル数別では 1,000 未満が 10 件，1,000

以上～2,000 未満が 9 件，2,000 以上が 7 件であった．最

もサンプル数の大きな調査は，日本の総務省による

8,000サンプルだった． 

26 件の事例のうち，AVs に対する賛否意識を質問し

ている事例は 7件だった．最も多く確認されたのは利用

意図の 10 件であり，その他には購入意図，利用時の支

払い意思額などが多く，中には自家用車の AVs への改

造意向を問う事例や，AVsが楽しいと思うかを問う事例

もあった．今回収集した事例からは，AVsに対する賛否

意識だけでなく，AVsの利用意図や購入意図を調査する

事例が多いことがわかる． 

 

(3) 本研究の特徴 

AVsに対する社会受容性に関する文献調査の事例から

は，数が少ないながらも調査方法や個人属性等による社

会受容性の違いを取り扱った事例がある．ここでの調査

方法はオンラインか紙ベースなどの手法を対象としてい

るが，質問文の違いは取り扱っていない．また，各文献

に掲載されている分析結果や集計値を基に考察を行って

おり，様々な要因による社会受容性への影響に関して統

計的な分析は行われていない． 

一方，個別の調査事例を参照した結果，賛否意識を調

査する事例は相対的に少なく，利用意図を質問する事例

が最も多いことが確認された．社会受容性について明確

な定義がない中で，賛否意識や利用意図等でこれを評価

しているのが現状である．複数の指標が存在することで，

社会受容性を評価する際に混乱が生じる恐れもある． 

また，複数の指標が存在する問題に加えて，冒頭で指

摘したように，意識調査における質問内容，対象者，実

施時期等により影響を受ける可能性がある． 

本研究の特徴は，複数の意識調査結果を統合した約 2

万サンプルのデータを使用して分析すること．質問内容

や個人属性の違いによる社会受容性への影響を分析する

こと．そして，AVsの社会受容性として用いられること

が多い賛否意識と利用意図の指標間の関係を分析するこ

とにある． 

 

3. AVsに対する社会受容性のメタ分析の方法 

 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

 

表
-2
 

A
V

sの
社
会
受
容
性
に
関
す
る
個
別
の
調
査
事
例
一
覧

 

著
者

タ
イ

ト
ル

発
表

年
調

査
年

回
答

者
数

調
査

方
法

回
答

者
属

性
賛

否

意
識

利
用

意
図

支
払

い

意
思

額
女

性
割

合
平

均
年

齢
参

考
文

献

番
号

C
on

ti
ne

nt
al

C
o

nt
in

en
ta

l 
M

ob
ili

ty
 S

tu
dy

 2
01

3
20

13
20

13
4,

00
0

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
自

動
車

利
用

者
1

2

P
ay

re
 e

t 
al

.
In

te
nt

io
n 

to
 u

se
 a

 f
ul

ly
 a

ut
om

at
ed

 c
ar

: A
tt

it
ud

es
 a

nd
 a

 p
ri

or
i

ac
ce

pt
ab

ili
ty

20
14

20
13

42
1

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
フ

ラ
ン

ス
人

ド
ラ

イ
バ

ー
○

○
64

%
40

.2
1

3

H
ow

ar
d 

et
 a

l.
P

ub
li

c 
P

er
ce

p
ti

on
s 

of
 S

el
f-

dr
iv

in
g 

C
ar

s:
 T

h
e 

C
as

e 
of

B
er

ke
le

y,
 C

al
if

or
ni

a
20

14
20

13
10

7
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

米
国

バ
ー

ク
レ

ー
○

56
%

1
4

Sc
ho

et
tl

e 
et

 a
l.

A
 s

ur
ve

y 
of

 p
ub

lic
 o

pi
n

io
n

 a
bo

ut
 a

ut
on

om
ou

s 
an

d 
se

lf
-

dr
iv

in
g 

ve
hi

cl
es

 i
n 

th
e 

U
.S

., 
th

e 
U

.K
.,

 a
nd

 A
us

tr
al

ia
20

14
20

14
1,

53
3

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
米

英
豪

3
カ

国
○

○
52

%
40

.4
7

Se
ap

in
e 

So
ft

w
ar

e
St

ud
y 

Fi
n

ds
 8

8 
P

er
ce

nt
 o

f 
A

du
lt

s 
W

ou
ld

 B
e 

W
or

ri
ed

 a
bo

ut
R

id
in

g 
in

 a
 D

ri
v

er
le

ss
 C

ar
20

14
20

14
2,

03
9

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
米

国
の

成
人

1
5

Ip
so

s 
M

O
R

I
O

nl
y

 1
8

 p
er

 c
en

t 
o

f 
B

ri
to

ns
 b

el
ie

ve
 d

ri
ve

rl
es

s 
ca

rs
 t

o 
be

 a
n

im
p

or
ta

n
t 

de
ve

lo
pm

en
t 

fo
r 

th
e 

ca
r 

in
du

st
ry

 t
o 

fo
cu

s 
on

20
14

20
14

1,
00

1
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

英
国

50
%

1
6

K
yr

ia
ki

di
s 

et
 a

l.
P

ub
li

c 
op

in
io

n 
on

 a
ut

om
at

ed
 d

ri
vi

n
g:

 R
es

ul
ts

 o
f 

an
in

te
rn

at
io

na
l 

qu
es

ti
on

na
ir

e 
am

on
g 

50
00

 r
es

po
nd

en
ts

20
15

20
14

5,
00

0
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

10
9 か

国
○

31
%

32
.5

1
7

B
az

ili
ns

ky
y 

et
 a

l.
A

n 
in

te
rn

at
io

na
l c

ro
w

ds
ou

rc
in

g 
st

ud
y 

in
to

 p
eo

pl
e’

s
st

at
em

en
ts

 o
n 

fu
ll

y 
au

to
m

at
ed

 d
ri

vi
ng

20
15

20
14

79
2

SN
S 等

の
テ

キ
ス

ト
11

2 か
国

36
%

32
.6

1
8

R
it

a 
et

 a
l.

T
ra

v
el

-t
im

e 
va

lu
at

io
n 

fo
r 

au
to

m
at

ed
 d

ri
vi

ng
: A

 u
se

-c
as

e-
dr

iv
en

 s
tu

dy
20

15
20

14
1,

00
0

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
ド

イ
ツ

56
%

1
9

B
an

sa
l e

t 
al

.
A

re
 a

m
er

ic
an

s 
re

ad
y 

to
 e

m
br

ac
e 

co
n

ne
ct

ed
 a

nd
 s

el
f-

dr
iv

in
g

eh
ic

le
s?

 A
 c

as
e 

st
ud

y 
of

 t
ex

an
s

20
15

20
15

75
5

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
米

国
テ

キ
サ

ス
州

○
2

0

Sc
ho

et
tl

e 
et

 a
l.

M
ot

or
is

ts
' P

re
fe

re
nc

es
 f

or
 D

if
fe

re
n

t 
L

ev
el

s 
of

 V
eh

ic
le

A
ut

o
m

at
io

n
20

15
20

15
50

5
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

米
国

の
免

許
保

有
18

歳
以

上
47

%
2

1

B
an

sa
l e

t 
al

.
A

ss
es

si
n

g 
pu

bl
ic

 o
p

in
io

ns
 o

f 
an

d 
in

te
re

st
 in

 n
ew

 v
eh

ic
le

te
ch

no
lo

gi
es

: A
n

 A
us

ti
n 

pe
rs

pe
ct

iv
e

20
16

20
14

34
7

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
米

国
オ

ー
ス

テ
ィ

ン
○

2
2

香
月

ら
自

動
運

転
車

の
利

用
意

向
と

都
市

属
性

と
の

関
係

分
析

20
16

20
15

3,
50

0
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

日
本

全
国

○
71

%
47

.4
2

3

P
ia

o 
et

 a
l.

P
ub

li
c 

vi
ew

s 
to

w
ar

ds
 im

pl
em

en
ta

ti
on

 o
f 

au
to

m
at

ed
 v

eh
ic

le
s

in
 u

rb
an

 a
re

as
20

16
20

15
42

5
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

フ
ラ

ン
ス

　
L

a 
R

oc
h

el
le

○
54

%
2

4

T
he

 B
o

st
on

 C
on

su
lt

in
g 

G
ro

up
Se

lf
-D

ri
vi

ng
 V

eh
ic

le
s,

 R
ob

o-
T

ax
is

, 
an

d 
th

e 
U

rb
an

 M
ob

il
it

y
R

ev
ol

ut
io

n
20

16
20

15
5,

63
5

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
10

か
国

○
2

5

警
察

庁
自

動
走

行
の

制
度

的
課

題
等

に
関

す
る

調
査

研
究

20
16

20
15

1,
08

9
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

日
本

全
国

の
18

歳
以

上
○

54
%

44
.8

2
6

Z
m

ud
 e

t 
al

.
C

o
ns

um
er

 A
cc

ep
ta

n
ce

 a
nd

 T
ra

v
el

 B
eh

av
io

r 
Im

p
ac

ts
 o

f
A

ut
o

m
at

ed
 V

eh
ic

le
s 

Fi
na

l R
ep

or
t

20
16

20
15

55
6

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
米

国
テ

キ
サ

ス
州

オ
ー

ス
テ

ィ

ン
都

市
圏

○
58

%
2

7

In
te

rR
is

k 
R

es
ea

rc
h 

In
st

it
ut

e 
&

C
on

su
lt

in
g,

 I
n

c.
自

動
走

行
シ

ス
テ

ム
の

社
会

的
受

容
性

等
に

関
す

る
調

査
結

果
（
概

要
）
に

つ
い

て
20

16
20

16
1,

00
0

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
日

本
普

通
免

許
保

有
者

市
街

と
郊

外
を

半
数

ず
つ

○
○

44
.9

2
8

総
務

省
平

成
2

8 年
版

　
情

報
通

信
白

書
20

16
20

16
8,

00
0

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
8 か

国
○

50
%

2
9

愛
知

県
平

成
2

8 年
度

第
1
回

県
政

世
論

調
査

の
結

果
に

つ
い

て
20

16
20

16
1,

61
0

郵
送

法
愛

知
県

民
○

57
%

3
0

N
eu

m
ay

r
U

se
rs

’ 
re

si
st

an
ce

 t
ow

ar
ds

 r
ad

ic
al

 in
no

v
at

io
ns

: T
he

 c
as

e 
of

th
e 

se
lf

-d
ri

vi
ng

 c
ar

20
17

20
15

48
9

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
33

か
国

う
ち

豪
が

75
％

○
45

%
3

1

西
堀

ら
自

動
走

行
車

に
対

す
る

自
動

走
行

車
体

験
試

乗
参

加
者

の
意

識
20

17
20

16
11

9
対

面
調

査
愛

知
県

民
・
実

証
実

験
参

加

者
○

32
%

55
.1

3
2

N
is

hi
h

or
i e

t 
al

.
U

nd
er

st
an

di
ng

 S
oc

ia
l A

cc
ep

ta
bi

lit
y 

of
 D

ri
v

er
s 

fo
r 

th
e

D
if

fu
si

on
 o

f 
A

ut
on

om
ou

s 
V

eh
ic

le
s 

in
 J

a p
an

20
17

20
16

1,
25

0
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

日
本

全
国

の
ド

ラ
イ

バ
ー

○
18

%
59

.3
6

損
保

ジ
ャ

パ
ン

日
本

興
亜

「
自

動
運

転
車

」
に

関
す

る
意

識
調

査
（
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

）
20

17
20

17
3,

60
0

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
日

本
の

4
7 都

市
○

50
%

49
.5

3
3

谷
口

ら
自

動
運

転
シ

ス
テ

ム
の

社
会

的
受

容

－
賛

否
意

識
と

リ
ス

ク
認

知
に

着
目

し
て

20
17

20
17

1,
00

0
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

特
別

区
部

・
愛

知
県

民
○

4

In
te

rR
is

k 
R

es
ea

rc
h 

In
st

it
ut

e 
&

C
on

su
lt

in
g,

 I
n

c.
自

動
走

行
シ

ス
テ

ム
の

社
会

的
受

容
性

等
に

関
す

る
調

査
結

果
（
概

要
）
に

つ
い

て
 2

01
7 年

版
20

17
20

17
1,

00
0

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
日

本
全

国
○

50
%

5

※
賛
否

意
識
，
利

用
意
図
，
支
払
い
意
思
額

に
○
が
あ
れ
ば
，
当
該
調
査
で
質

問
し
て
い
る
こ
と
を
意

味
す
る
．
○
が
な
い
調

査
は
，
こ
れ
ら
の
項
目
以
外

の
質
問
を
し
て
い
る
．
女
性
割
合

と
平
均

年
齢
の
空
欄
は

情
報
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
こ
と
を
意
味
す
る
．

 
 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4

(1) 使用するデータ 

社会受容性のメタ分析に使用するデータの概要を表-2

に示す．表-2 の左側には，各データを取得した意識調

査や自動運転の実証実験の時期と対象者を示している．

このうち，調査番号 101と 108は自動運転の実証実験に

参加者を対象としたものである．そのほかは Web アン

ケートモニター等を対象とした Web アンケートによる

ものである．各調査において行われた AVs に関する説

明は付録 1に示す． 

各調査の詳細はここでは記述しないが，詳細を把握で

きる文献は，調査番号 101の一部は西堀ら 32)，調査番号

102は Nishihori et. al6)，調査番号 103は西堀ら 34)，調査番

号 107は谷口ら 4)，に記載しているので参照されたい． 

各調査により調査の狙いや目的が異なり，調査対象者

や調査対象地域の選び方，質問項目が異なっている．そ

れらを統合してそれぞれの調査で収集した個別の属性ご

との回答するを増やして分析することで，多様な視点か

ら分析することが可能となる． 

 

(2) 分析の視点 

以降で行うメタ分析の視点を次のとおりとする． 

a) AVsに対する社会受容性の現状分析 

まず，AVsに対する社会受容性の現状を把握すること

を狙いとして，収集したデータを様々な属性で分析し，

属性間の違いの有無や傾向を分析する．分析では，AVs

の社会受容性として賛否意識と利用意図の両方を取り扱

う． 

ここでの属性には，調査の違い，性別，運転免許保有

の有無，マイカー保有の有無，回答者の年代，回答者の

居住地の自動車分担率，公共交通分担率を用いる．その

中で，意識調査に用いた質問文の差による結果の違いに

ついても分析を行う． 

さらに，AVsの実証実験に対する認知度の違いによる

社会受容性の違いの分析も行う．ここでの認知度は，

AVs の実証実験に対する関心や AVs との関わりの度合

いを表す，いわば AVs に対するコミットメントの度合

いを表す指標として用いる． 

b) 賛否意識と利用意図の一元化に関する分析 

次に，賛否意識と利用意図の関係に関する分析を行う．

2 章で明らかになったように，利用意図を把握する事例

が多く，そうした結果から賛否意識との関係を推察する

ことができれば，AVsの社会受容性に対する理解はさら

に深まるものと考える． 

ここでは，賛否意識と利用意図の複数の尺度の一貫性

や安定性を評価するため，クロンバックの信頼性係数を

用いて分析を行う．ここでも意識調査に用いた質問文の

違いについても分析を行う．さらに，賛否意識を目的変

数，利用意図等を目的変数とした重回帰分析を行い，両

方の意識の関係を分析する． 

 

4. AVsに対する社会受容性の現状分析結果 

 

(1) 意識調査別の分析結果 

表-3 に，意識調査別の賛否意識と利用意図の分析結

果を示す．それぞれの調査における質問文，回答数と平

均値および標準偏差とともに，賛否意識と利用意図の間

の相関係数と無相関の検定結果を示す． 

a) AVsに対する社会受容性の現状 

表-2 分析に用いたデータの概要 

調査
番号

名称 調査時期 対象者
サンプル

数
平均年齢

年齢の
標準偏差

男性比率-
女性比率

運転免許
保有者比率

マイカー
保有者比率

101
愛知県実証
参加者

2016年度

2017年度
愛知県や県内自治体が実施し
た自動運転実証実験の参加者

565 53.6 17.4 69.5%-30.5% 94.3% 93.9%

102 全国ドライバー 2016年10月 全国の自動車利用者 1,480 59.2 12.4 80.1%-19.9% 100.0% 100.0%

103
近畿・愛知県
市民

2017年2月 近畿圏と愛知県在住者 800 61.8 16.1 53.8%-46.3% 75.9% 60.0%

104 全国市民1 2018年3月 全国PT対象都市在住者 2,500 52.0 13.3 48.4%-51.6% 質問なし 質問なし

105
カーシェア等
会員

2018年2月 カーシェア会員と駐車場会員 2,581 46.1 10.6 64.8%-35.2% 98.1% 85.2%

106 全国市民2 2018年3月 全国の市民 9,879 45.1 14.4 50.2%-49.8% 質問なし 質問なし

107
特別区部・
愛知県市民

2017年1月 東京特別区部・愛知県在住者 1,000 44.6 13.7 50.0%-50.0% 82.4% 61.8%

108
国交省道路局
実証参加者

2017年度
国土交通省の中山間地域にお
ける道の駅等を拠点とした自動
運転サービス実証実験参加者

1,506 56.0 17.5 62.9%-37.1% 90.0% 92.1%

全体 20,311 48.7 15.0 55.6%-44.4% 92.5% 84.2%

※平均年齢や各種比率は不明データを除いた集計値
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まず全データについてみると，賛否意識の平均値が

3.57 であり，5 段階尺度が均等分布した場合の平均値の

3.0 よりも高い．つまり，AVs の賛否意識は全体でみれ

ば肯定的であることがわかる．利用意図の平均値は 3.14

であり，利用に肯定的な人が多いことがわかる． 

賛否意識と利用意図の関係は，平均値は賛否意識の方

が大きい．AVsの実現に賛成はするが利用はしない人が

いることがわかる．両指標の相関係数は 0.55 で無相関

の検定の結果 1%水準で有意であり，両指標の間には中

程度の相関が認められる． 

以降では，意識調査別の結果について，調査対象と質

問内容の違いに着目して結果を見ていく．まず，AVs実

証実験の参加者を対象とした調査番号 101と 108に着目

する．賛否意識の平均値はそれぞれ 4.23 と 4.14 であり，

4 を超えているのはこれら 2 つの調査のみである．実証

実験に参加する人たちは，比較的 AVs に対して肯定的

な意識を持つ傾向にあることが認められる． 

利用意図については，調査番号 101の尺度が 2件法に

よるものであることに留意が必要であるが，調査番号

108 の結果は 101 に次いで大きく，利用意図の面でも実

証実験参加者の受容性が高いことがうかがえる． 

実証実験参加者を対象とした AVs の社会受容性の調

査結果は，比較的高くなる傾向にある．実証実験で得ら

れた意識調査のみで社会全体の AVs の社会受容性を評

価することは避けるべきであることがわかる． 

調査番号 105の賛否意識の平均値が 3.88であり 2つの

実証実験参加者に次いで大きな値となっている．調査番

号 105はカーシェア会員という比較的新しいモビリティ

サービスに対する関心を持つ属性を含む調査であり，こ

うしたことが回答に影響している可能性が考えられる． 

b) 質問文の内容と回答の関係 

次に，質問文の内容が回答に与える影響について考え

る． 

まず，調査番号 101，102，103，104，106 の賛否意識

の質問は，細かな点は異なるが概ね同じ内容である．調

査番号 101 を除くと，賛否意識の平均値が 3.5 足らずで

概ね同じ値を示している．これが質問文が類似している

ためなのか偶然の一致なのかは，さらに事例を積み上げ

て判断する必要がある． 

賛否意識については，質問文の内容に多少の違いはみ

られるが，AVs，社会や地域，賛成か反対か，の文言が

含まれている．一方，利用意図の質問文の内容は様々で

あり，回答者が想起する AVs の姿もまちまちであるこ

とが想定される．このように，複数の調査の間で，質問

表-3 各調査における賛否意識と利用意図の質問文と結果および両質問の回答間の相関分析結果 

質問文（特に断りのない場合は5件法で質問） N M SD R p値 判定

賛否意識 20,209 3.57 1.03

全データ 利用意図 17,711 3.14 1.21

101 賛否意識
自動運転が実現した社会が到来することに
賛成である

560 4.23 0.90

愛知県実証参加者 利用意図
無人タクシーが実現した場合、利用したいと
思いますか2件法，はい=5，いいえ=1）

349 4.00 1.73

102 賛否意識
自動走行が実現した社会が到来することに
賛成である

1,480 3.47 1.12

全国ドライバー 利用意図 質問なし

103 賛否意識
『自動運転車』が実現した社会が
到来することに賛成である

800 3.42 1.13

近畿・愛知県市民 利用意図 質問なし

104 賛否意識
自動運転車が実現・普及した社会が
到来することに賛成である

2,500 3.47 1.02

全国市民1 利用意図
自動運転車を共同利用（カーシェアリング
やタクシーのイメージ）で利用したいと思う

2,500 2.81 1.10

105 賛否意識
自動運転技術が確立し,自動運転
サービスが実現・普及した社会への賛否

2,581 3.88 0.98

カーシェア等会員 利用意図
自動運転車のカーシェアリング（SAV）
サービスの利用意向

2,581 3.71 1.34

106 賛否意識
自動運転車が実現した社会が
到来することに賛成である

9,879 3.45 0.97

全国市民2 利用意図
自動運転車を共同利用（カーシェアリングやタクシーの
イメージ）で利用したいと思う

9,879 2.96 1.08

107 賛否意識
「自動運転システムが実現した社会」を
つくることに賛成ですか、反対ですか［付録2]

1,000 3.17 0.99

特別区部・愛知県 利用意図
①自動運転の車両を一度は使ってみたい②自動運転
の車両を日常的に使ってみたい（①+②）[付録2]

1,000 3.13 1.04

108 賛否意識
自動運転車両を用いた公共交通を地域に
導入することについて賛成ですか？反対ですか？

1,409 4.14 1.03

国交省道路局 利用意図
自動運転車両を用いた公共交通を
利用したいと思いますか？

1,402 3.77 1.26

N:サンプル数，M：平均値，SD：標準偏差，R：相関係数（以下同じ） *:p<.1, **:p<.05, ***:p<.01

0.55 0.00

0.23 0.00

0.44 0.00

0.46 0.00

0.54 0.00

0.78 0.00

0.68 0.00

***

***

***

***

***

***

***
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文の内容が比較的そろっている賛否意識の回答と，質問

文の内容が多様である利用意図の回答との関係から，質

問文の表現が回答に影響しているのかどうかを考える． 

賛否意識と利用意図の相関係数が大きい調査は，調査

番号 107や 108である．これらは，「一度は使ってみた

い」「日常的に使ってみたい」（107）や，「自動運転

車両を用いた公共交通」（108）のように，利用頻度や

公的な乗物であることを想起させる質問となっている． 

一方，相関係数が比較的小さい調査では「共同利用

（カーシェアリングやタクシーのイメージ）」（104，

106）や「カーシェアリング（SAV）」（105）の表現を

用いている．相関係数が特に小さい調査番号 101 では

「無人タクシー」という実証実験で検証する移動サービ

スの名称を用いている．これらの調査では賛否意識と利

用意図の関係が比較的弱い．調査番号 101では利用意図

を 2件法により質問していることが関係している可能性

もある． 

以上の結果から考えると，利用意図の質問文において，

利用頻度や公的な乗物であることを示すことは，回答者

の AVs に対する賛否意識と利用意図の相関が強くなり，

賛否意識が高いと利用意図も高くなる可能性がある．ま

だ数少ない事例から得られた結果に基づく考察であり，

引き続き事例の蓄積が求められるが，利用意図を把握す

る調査では留意が求められる点といえる． 

 

(2) 個人属性別の分析結果 

ここからは，個人属性の違いによる AVs の社会受容

性を分析する．全ての意識調査のデータをひとつに統合

して分析を行う．個人属性として，性別，年齢，運転免

許保有有無，マイカー保有有無，AVsの認知度を考慮す

る．また，回答者の居住地の環境を考慮するため，居住

自治体の自動車分担率と公共交通（鉄道・バス）分担率

も用いる． 

自動車と公共交通の分担率は，調査で得た回答者の居

住地情報（自治体名，基本的には市町村単位，ただし回

答の不備等により都道府県単位を用いる場合もある）を

基に，国勢調査（2010 年）35)の利用交通手段から算出し

た値を用いる．その他の項目は，各調査で得たデータを

用いる．なお，調査により質問していない項目や回答が

不明のデータは集計対象から外した． 

a) 性別・運転免許保有有無・マイカー保有有無 

まず，属性を 2 つに分類できる性別，運転免許保有

有無，マイカー保有有無の項目の分析結果を表-4 に示

す．これまでの整理と同様に，それぞれの回答数と平均

値および標準偏差とともに，賛否意識と利用意図の相関

係数と無相関の検定結果を示す．さらに表の右側に，属

性間の平均値の差の検定の結果を示す． 

賛否意識については，全ての項目で平均値の差が有意

となる結果が得られた．女性より男性の方が，運転免許

非保有者より保有者の方が，マイカー非保有者より保有

者の方が，賛否に肯定的であることが確認できた． 

利用意図については，性別と運転免許保有有無の項目

で有意な差が認められた．女性より男性の方が，運転免

許非保有者より保有者のほうが，利用に肯定的であるこ

とが確認できた． 

Becker， Axhausen9)は，これまでに行われた多くの研究

で男性の方が賛否意識や利用意図に対して肯定的である

ことを示しており，本研究の結果もこれに一致する． 

一方，マイカー保有有無では，利用意図に有意な差は

認められなかった．マイカーの保有状況は AVs の利用

意図には影響しにくいといえる． 

b) 年齢・AVs実証実験認知レベル 

回答者の年代および AVs の実証実験に対する認知レ

ベルの違いについて分析を行う．ここで，AVsの実証実

表-4 属性別の賛否意識と利用意図の相関分析結果および属性間の平均値の差の検定結果 

男性 女性 属性間のt検定結果

N M SD R p値 判定 N M SD R p値 判定 t値 p値 判定

賛否意識 11,226 3.68 1.05 0.55 0.00 *** 8,977 3.43 0.98 0.54 0.00 *** 17.14 0.00 ***
利用意図 9,464 3.27 1.23 8,242 3.00 1.16 14.98 0.00 ***

運転免許あり 運転免許なし 属性間のt検定結果

N M SD R p値 判定 N M SD R p値 判定 t値 p値 判定

賛否意識 7,224 3.76 1.07 0.55 0.00 *** 585 3.48 1.21 0.69 0.00 *** 5.93 0.00 ***
利用意図 4,934 3.66 1.32 379 3.35 1.36 4.36 0.00 ***

マイカー保有あり マイカー保有なし 属性間のt検定結果

N M SD R p値 判定 N M SD R p値 判定 t値 p値 判定

賛否意識 6,484 3.76 1.08 0.55 0.00 *** 1,220 3.60 1.10 0.62 0.00 *** 4.74 0.00 ***
利用意図 4,331 3.63 1.33 885 3.66 1.28 0.78 0.44

*:p<.1, **:p<.05, ***:p<.01

表-5 AVs実証実験の認知レベルの分類 

認知
レベル0

実証実験のドライバーなど，例外となる回答者．

認知
レベル1

下のどれにも当てはまらない、AVs実証実験やAVsに関する報道等を
認知していない回答者．

認知
レベル2

地元から離れた箇所でAVsの実証実験が行われていることを
認知しているが，実際に参加した経験はない回答者．

認知
レベル3

地元を含む日本各地でAVsの実証実験が行われていることを
認知しているが，実際に参加した経験はない回答者．[付録3]

認知
レベル4

アンケートに対応したAVs実証実験が存在し，それに参加している回答者．
または，アンケートとは無関係の実証実験に参加したことがある回答者．

定義
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験に対する認知レベルは，表-5のように分類した．AVs

の実証実験の認知や，AVsの実証実験への参加経験の有

無により分類している． 

年齢階層別の分析の結果を表-6 に示す．10 代，80 代，

90 代で賛否がより肯定的である結果が得られた．しか

し，特に 10代と 90代はサンプルが少ないことから，こ

れらの年代の特徴として捉えることは避けるべきである．

利用意図についても同様の傾向にある．その他の年代で

は，賛否意識と利用意図ともに，年代の違いによる特徴

的な差は認められなかった． 

認知レベル別の分析結果を表-7に示す．認知レベル 0

は，サンプル数が小さいことと AVs の実証実験に深く

関わる立場の回答者であるためそれ以外の属性について

考察する． 

賛否意識と利用意図ともに，認知レベル 1が最も否定

的で，認知レベル 4 が最も肯定的であり，認知レベル 1

から 4にかけて段階的に肯定的に変化する様子が確認で

きる．Tukey の多重比較の結果，認知レベル 2 から 4 の

各属性間の間に有意な差があることを確認している．認

知レベル 1 は，賛否意識が比較的肯定的な調査番号 105

のカーシェア等会員が半数弱含まれており，このことが

影響している可能性がある．AVs に対する関心や AVs

との関わりの度合いが高いと，賛否意識や利用意図が高

くなる傾向が確認できた． 

このような差が生じるのは，様々な理由が考えられ

る．AVsの実現や利用に肯定的な人ほど，AVsに関する

情報に敏感であったり，実証実験の機会があれば参加す

る動機を持ちやすいものと考えられる．また，AVsに関

する情報に触れることで，あるいは実証実験に参加する

機会を持つことで，肯定的な意識を持つようになる事も

考えられる．いずれにしても，AVsの実証実験の機会を

多く持つことと，それによる AVs に関係する報道機会

の増加を図ることで，賛否意識や利用意図の社会受容性

を肯定的にする可能性がある． 

AVsの実証実験を行う狙いのひとつに社会受容性の醸

成が掲げられている．本研究により，こうした取り組み

の狙いを支持する結果が得られた． 

また，賛否意識と利用意図の相関関係については，年

齢階層別ではサンプル数が特に少ない 90 代以外の年代

で，認知レベルでは全ての属性で有意となる結果が得ら

れた．年代や認知レベルが違っていても，賛否意識と利

用意図の間に相関関係が認められた．  

c) 自動車分担率・公共交通分担率 

自動車分担率別の分析結果を表-8 に示す．サンプル

数が小さい 90%代以外では，賛否意識では 80%代が 3.74

で最も大きく，0%代が 3.29 で最も小さい．利用意図で

は 20%代が 3.34で最も大きく，40%代が 2.99で最も小さ

い．自動車分担率の高低と賛否意識や利用意図の値の大

小の間には一貫した傾向はみられない． 

次に，公共交通分担率別の分析結果を表-9 に示す．

サンプル数が小さい 90%代以外では，賛否意識では 30%

代が 3.66 で最も大きく，70%代が最も小さい．利用意図

では，20%代が 3.32 で最も大きく，60%代が 3.03 で最も

表-6 年齢階層別の賛否意識と利用意図の分析結果 

年代 N M SD R p値 判定

10代 賛否意識 44 3.98 1.07 0.74 0.00 ***
利用意図 40 3.73 1.32

20代 賛否意識 2,647 3.51 1.05 0.55 0.00 ***
利用意図 2,574 3.15 1.15

30代 賛否意識 3,427 3.58 1.02 0.56 0.00 ***
利用意図 3,228 3.20 1.20

40代 賛否意識 4,431 3.57 1.04 0.55 0.00 ***
利用意図 4,029 3.17 1.23

50代 賛否意識 4,124 3.56 1.00 0.56 0.00 ***
利用意図 3,786 3.15 1.19

60代 賛否意識 3,840 3.55 1.01 0.53 0.00 ***
利用意図 2,955 2.98 1.18

70代 賛否意識 1,460 3.59 1.09 0.56 0.00 ***
利用意図 943 3.11 1.33

80代 賛否意識 195 3.95 1.12 0.53 0.00 ***
利用意図 116 3.88 1.46

90代 賛否意識 10 4.20 1.14 0.24 0.51
利用意図 10 2.90 1.73

*:p<.1, **:p<.05, ***:p<.01

表-7 認知レベル別の賛否意識と利用意図の分析結果 

N M SD R p値 判定

賛否意識 19 4.05 1.08 0.54 0.02 **
利用意図 19 3.16 1.50
賛否意識 1,176 3.37 0.98 0.57 0.00 ***
利用意図 1,176 3.28 1.18
賛否意識 312 3.42 1.11 0.86 0.00 ***
利用意図 312 3.37 1.15
賛否意識 2,582 3.90 1.01 0.50 0.00 ***
利用意図 2,577 3.64 1.35
賛否意識 1,461 4.26 0.94 0.54 0.00 ***
利用意図 1,248 4.04 1.33

*:p<.1, **:p<.05, ***:p<.01

認知レ
ベル0

認知レ
ベル1

認知レ
ベル4

認知レ
ベル2

認知レ
ベル3

表-8 自動車分担率別の賛否意識と利用意図の分析結果 

分担率 N M SD R p値 判定

0%台 賛否意識 816 3.29 0.97 0.68 0.00 ***
利用意図 798 3.11 1.06

10%台 賛否意識 967 3.53 1.05 0.62 0.00 ***
利用意図 769 3.24 1.20

20%台 賛否意識 1,398 3.64 1.02 0.53 0.00 ***
利用意図 1,158 3.34 1.26

30%台 賛否意識 1,674 3.54 1.03 0.48 0.00 ***
利用意図 1,292 3.16 1.23

40%台 賛否意識 1,622 3.48 1.02 0.53 0.00 ***
利用意図 1,474 2.99 1.12

50%台 賛否意識 2,992 3.59 1.04 0.50 0.00 ***
利用意図 2,445 3.23 1.24

60%台 賛否意識 4,050 3.53 1.01 0.55 0.00 ***
利用意図 3,530 3.05 1.21

70%台 賛否意識 4,568 3.59 1.03 0.57 0.00 ***
利用意図 4,131 3.11 1.19

80%台 賛否意識 1,755 3.74 1.04 0.59 0.00 ***
利用意図 1,750 3.21 1.25

90%台 賛否意識 1 4.00
利用意図 1 4.00

*:p<.1, **:p<.05, ***:p<.01
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小さい．自動車分担率と同様に，公共交通分担率の高低

と賛否意識や利用意図の値の大小の間には，一貫した傾

向はみられない． 

居住地における自動車分担率や公共交通分担率は，当

該地域の交通環境を捉える指標として用いた．今回の分

析ではそれぞれの項目と賛否意識や利用意図の間には明

確な傾向を確認することができなかった． 

また，賛否意識と利用意図の相関関係については，サ

ンプル数が特に少ない属性以外で，有意となる結果が得

られた．自動車分担率や公共交通分担率が違っていても，

賛否意識と利用意図の間に相関関係が認められた．  

 
5. 賛否意識と利用意図の関係分析結果 

 

これまでの分析において，賛否意識と利用意図の相関

関係を示すことが確認できた．それは，様々な個人属性

ごとにみても相関関係が認められた．AVsの社会受容性

に関しては，2 章で示したように利用意図のみを把握す

る事例が多く，そうした結果から賛否意識の状況を推察

することができれば，AVsの社会受容性に対する理解は

さらに深まるものと考える． 

そこで，これまでに把握してきた賛否意識と利用意図

の相関関係に加えて，以降ではそれぞれの回答の一貫性

や安定性を評価するため，クロンバックの信頼性係数α

の分析を行う．さらに，賛否意識を目的変数，利用意図

や個人属性，認知レベル等を説明変数とした重回帰分析

により，賛否意識と利用意図を中心とした指標間の関係

を分析する． 

 

(1) 信頼性分析 

これまでは様々な切り口で賛否意識と利用意図の相関

関係の分析を行ったが，ここでは意識調査ごとの関係に

ついて分析を行う．信頼性分析の結果を表-10に示す． 

両指標の調査を行っている全ての調査のデータに対す

る信頼性分析の結果，αは 0.71 であり一貫性を持つか

どうかのおおよその閾値である 0.7 を僅かながら上回っ

た．また，利用意図の質問時に AVs 利用の頻度や AVs

に対する公的な乗り物であることを想起させている調査

番号 107 と 108 では，αは 0.8 前後となっている．これ

らの調査では賛否意識と利用意図に一貫性が認められる． 

 

(2) 重回帰分析 

ここでは，賛否意識と利用意図の関係と，賛否意識に

影響する個人属性等も含めた様々な要因を，重回帰分析

により把握する． 

目的変数を賛否意識とし，説明変数に利用意図，性別，

年齢，運転免許保有有無，マイカー保有有無，自動車分

担率，公共交通分担率，そして，賛否意識が肯定的とな

る傾向にある認知レベル 2,3,4 をダミー変数として取り

入れる．ステップワイズ法により説明変数を抽出した． 

重回帰分析の結果を表-11 に示す．調整済み決定係数

は 0.364 であり精度が良いとは言えない結果となった．

利用意図やその他の指標を用いて賛否意識を精度よく推

定することは，今回推定したモデルでは困難といえる．

以降では，説明変数のパラメータの推定結果について考

察を行う． 

利用意図，性別，年齢，公共交通分担率，及び認知レ

ベル 3と 4の説明変数が抽出された．年齢以外の変数が

1%水準で有意である．標準偏回帰係数が最も大きいの

は利用意図である．様々な指標の中でも賛否意識への影

響が大きいことが確認できた．次に大きいのは認知レベ

ル 4及び 3のダミー変数である．公共交通分担率の係数

は利用意図と比べて一桁小さく影響は大きくないが，符

表-9 公共交通分担率別の賛否意識と利用意図の分析結果 

分担率 N M SD R p値 判定

0%台 賛否意識 6,367 3.59 1.01 0.58 0.00 ***
利用意図 5,835 3.08 1.17

10%台 賛否意識 4,948 3.56 1.03 0.55 0.00 ***
利用意図 4,352 3.09 1.22

20%台 賛否意識 1,985 3.59 1.07 0.55 0.00 ***
利用意図 1,554 3.32 1.22

30%台 賛否意識 1,448 3.66 1.02 0.49 0.00 ***
利用意図 1,318 3.28 1.34

40%台 賛否意識 2,055 3.59 1.07 0.50 0.00 ***
利用意図 1,504 3.31 1.27

50%台 賛否意識 1,274 3.54 1.01 0.50 0.00 ***
利用意図 1,193 3.08 1.16

60%台 賛否意識 725 3.50 1.01 0.55 0.00 ***
利用意図 588 3.03 1.15

70%台 賛否意識 880 3.33 0.96 0.70 0.00 ***
利用意図 855 3.10 1.04

80%台 賛否意識 144 3.47 1.02 0.61 0.00 ***
利用意図 132 3.05 1.15

90%台 賛否意識 17 3.29 0.85 0.66 0.00 ***
利用意図 17 3.18 1.13

*:p<.1, **:p<.05, ***:p<.01

表-10 信頼性分析結果 

番号 名称 信頼性係数α

全体 0.71
101  愛知県実証参加者 0.32
104 全国市民1 0.61
105  カーシェア等会員 0.61
106 全国市民2 0.70
107  特別区部・愛知県市民 0.87
108  国交省道路局実証参加者 0.80

表-11 重回帰分析結果 

標準偏回帰
係数

t値 p値 判定

定数項 31.64 0.00 ***
利用意図 0.529 46.64 0.00 ***
認知Lv4 0.143 9.98 0.00 ***
認知Lv3 0.172 10.89 0.00 ***
性別 0.043 3.88 0.00 ***
年齢 0.024 2.09 0.04 **
公共交通分担率 -0.067 -5.07 0.00 ***

R＾2（調整済）=0364, N=5,209 *:p<.1, **:p<.05, ***:p<.01
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号が負であり，公共交通分担率が高いほど賛否意識は否

定的になると解釈できる．性別や年齢についても影響は

大きくないが，性別については男性が，年齢については

高齢の方が肯定的に影響する結果が得られた． 

賛否意識に影響する要因としては，利用意図の影響が

大きいこと，次いで認知レベルの影響が大きいこと，公

共交通分担率が高いと否定的に影響することが確認され

た． 

 

6. 考察 

 

(1) AVsに対する賛否意識の現状 

AVsの賛否意識の平均値は，本研究で使用したデータ

の全体では 3.57 であり肯定的な結果となった．データ

を様々な属性に分類して分析した結果，AVsの賛否意識

の平均値が最も小さいのは，調査番号 107（特別区部・

愛知県）における 3.17 であった．今回取り扱ったデー

タの最小値でも 3 を超えていることから，現在の AVs

に対する賛否意識はどちらかというと肯定的であること

が推察される． 

属性別の賛否意識は，性別，運転免許有無，マイカー

保有有無，及び AVs 実証実験の認知レベルにより異な

ることが確認できた．これらの属性の構成比は賛否意識

に影響する可能性があることから，調査結果を分析する

際は留意する必要がある． 

年齢や自動車分担率，公共交通分担率は，それぞれの

指標の変化傾向と，賛否意識の変化傾向の間に一貫性は

認められなかった．属性を集約して分析すると異なる結

果になる可能性は否定できないが，その点については今

後の課題としたい． 

 

(2) 賛否意識と利用意図の関係 

賛否意識と利用意図の間には，全体で見ても属性別に

見てもほぼすべての属性で有意な相関関係が認められた．

属性によって相関の強さは異なるが，そうした違いが生

じる理由のひとつに，質問文の違いが関係している可能

性がある． 

クロンバックの信頼性係数αを用いた分析でも，デー

タ全体では αが 0.7 を超えており一貫性が認められる結

果となった．しかし，調査番号 101 ではαが 0.7 を大き

く下回る値となっており，この傾向は相関係数の値とも

一致する．反対に，調査番号 107や 108では，αが 0.8を

超えており，相関係数も 0.7 前後であり全調査の中でも

高い値となっている．これらの調査では，利用意図の質

問時に AVs 利用の頻度や AVs に対する公的な乗り物で

あることを想起させている． 

これらのことから，質問文を工夫することで，相関関

係だけでなく一貫性についても高める可能性があること

が確認できた．このことは，利用意図の質問対象が回答

者にとって想起しにくいものである場合，賛否意識との

乖離が大きくなる可能性を示唆している． 

さらに，重回帰分析の結果からは，モデルの精度は高

くないため利用意図から賛否意識を推計することは避け

るべきだが，利用意図が賛否意識に大きく影響すること

を示す結果が得られた． 

以上の一連の分析により，賛否意識と利用意図の間に

は一貫性が認められ，賛否意識には利用意図が最も大き

く影響することが確認できた．一方，賛否意識には質問

時に想起させる利用の姿により結果が異なることも確認

できた．このように，賛否意識と利用意図の関係を明ら

かにすることができた． 

 

7. おわりに 
 

本研究では，AVsの社会受容性の質問を含む約 203百

件のデータを用いて，AVsの社会受容性の中でも賛否意

識と利用意図に着目した分析を行った．これらに対する

個人属性や意識調査の方法の違いによる影響や，両方の

指標間の関係を把握した．本研究により得られた主な知

見を以下に整理する． 

 

1) 5段階の尺度で調査した AVsの賛否意識の平均値は，

全体では 3.57 となり肯定的な結果となった．属性別

に集計した中の最小値でも 3を超えていることから，

現在の AVs に対する賛否意識は肯定的であることが

推察される． 

2) 実証実験参加者を対象とした 2つの調査における賛否

意識の平均値は 4.23 と 4.14 であり，実証実験に参加

する人たちは，比較的 AVs に対して肯定的な意識を

持つ傾向にあることが認められる． 

3) 属性別の賛否意識は，性別，運転免許有無，マイカー

保有有無，及び AVs 実証実験の認知レベルにより異

なることが確認できた．これらの属性の構成比は賛否

意識に影響する可能性があることから，調査結果を分

析する際は留意する必要がある． 

4) 利用意図の質問時に AVs 利用の頻度や AVs に対する

公的な乗り物であることを想起させた調査では，賛否

意識と利用意図の相関関係や一貫性が強くなることが

確認できた． 

5) 賛否意識と利用意図の関係についての相関分析や信頼

性分析，重回帰分析の結果から，両変数の間には一貫

性が認められ，賛否意識には利用意図が最も大きく影

響することが確認できた． 

 

本研究により，個人属性と社会受容性の関係や，質問

文と利用意図の関係を示すことができた．今後 AVs 実
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証実験や，AVsに関する意識調査を行う際に参考となる

知見を得ることができた．本研究により得られた知見を

踏まえ，AVsの社会受容性に関する調査研究が進められ，

理解が深まることが期待される． 

今後は，分析に用いるデータをさらに充実させるとと

もに，本研究では着目しなかった職業や世帯年収などの

個人属性にも着目した分析を進めていく予定である． 

 

謝辞：本研究では，国土交通省道路局「道の駅等を拠点

とした自動運転サービス実証実験」，愛知県「平成 28

年度自動走行実証推進事業・平成 29 年度自動走行実証

推進事業」．春日井市「自動運転デマンド交通実証実

験」，あま市「産官学連携自動走行実証実験促進事業

（あま市モデル）」，幸田町「平成 29 年度自動走行試

乗体験会」により行われた実証実験で得たデータを使用

した．また，日本交通政策研究会 H29 研究プロジェク

ト「道路上の異モード間コミュニケーションの生起と社

会的受容」(主査：谷口綾子)の研究会での議論も参考に

した．JSPS 科研費 JP16H02367，科研費基盤研究(A) 

16H02367，国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

の研究成果展開事業「センター・オブ・イノベーション

（ＣＯＩ）プログラム」の助成を受けた．ここに記し，

心より深謝の意を表します． 

 

付録 

付録 1 各調査におけるAVsに関する説明内容は次の通り． 
101：＜自動運転車とは＞人が運転することなく、自動

で走行できる自動車を指します。具体的には、加速（ア

クセル）・操舵（ハンドル操作）・制動（ブレーキ）を

全てシステム（コンピュータ）が行い、ドライバーが全

く関与しない状態で、無人での走行が可能です。＜無人

タクシーとは＞自動運転車を利用したタクシーの旅客サ

ービスのことです。 
102：運転手がいなくても利用（走行）することができ

る自動運転車が実現した社会に対する認識をお聞きしま

す。 
103：運転手がいなくても利用（走行）することができ

る『自動運転車』が実現した社会に対する認識をお聞き

します。ここでの『自動運転車』は、運転席が無人でも

走行できるクルマのことで、2017年 2月現在では市販さ

れていません。 
104：自動運転に関係することについてお聞きします。 
ここでの自動運転車は、運転手がいなくても利用（走

行）することができる自動車のことを言います。なお、

この機能を持った自動車は 2018 年 3 月時点では日本国

内では市販されていません。 
105：今回の調査で想定する自動運転車とは、人が運転

することなく、自動で走行できる自動車を指します。具

体的には、加速（アクセル）・操舵（ハンドル操作）・

制動（ブレーキ）をすべてシステムが行い、ドライバー

が全く関与しない状態で、無人での走行が可能な自動車

です。 
106：自動運転車とは、人が運転することなく、自動で

走行できる自動車を指します。具体的には、加速（アク

セル）・操舵（ハンドル操作）・制動（ブレーキ）をす

べてシステム（コンピュータ）が行い、ドライバーが全

く関与しない状態での走行が可能です。 
107：自動運転には技術段階に応じて「レベル」が定義

されています。 
必ず以下の表※を一読し、「レベル 3」と「レベル 4」
の違いについてご解いただいた上で質問にお答えくださ

い。※著者注：AVsのレベルが 4段階だった当時の分類 
108：全て実験対象地のため，特に説明は行っていない． 

付録 2 調査番号 107の賛否意識と利用意図については，賛否意

識を SAE レベル 3 と，SAE レベル 4 のそれぞれの AVs
が実現した社会について質問している．また，利用意図

は SAEレベル 3と 4の AVｓについて，「一度は使って

みたい」と「日常的に使ってみたい」の 2問で質問して

いる．賛否意識と利用意図のそれぞれの回答について信

頼性分析を行った結果，信頼性係数 αがそれぞれ 0.80，
0.90 となり，一貫性が認められた．そこで，賛否意識と

利用意図のそれぞれの指標を平均化して統合し，分析を

行っている． 
付録 3 「地元と日本各地」とした理由は，「日本各地の実証実

験の認知」を質問したのは調査番号 105であり，この調

査の回答者の 8 割近くが愛知県民である．愛知県では

2016 年度から 20 箇所以上で実証実験が行われているこ

とから，当該調査で実証実験を知っている場合は地元の

実証実験を知っていることとした． 
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